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11

Ｐ29 Ⅲ－２ 今回、「地域内自治」という用語があるが、定義がないので、どのような意

味で使われているのか確認したい。恐らく、行政が何においても仕切るので

はなく、地域の個性を尊重する、自立の度合いを高めていく、行政は様々な

形で権限を地域に委ねていくことも含めて、ここでいう「地域内自治」を理

解していくとよいと思うが、そのような内容でよいのか、定義を明確にした

方が良い。

地域自治とは、地域の個性を尊重し、地域の自立を高

め、権限を地域に委ねていくものと認識しています。

このような地域自治体制の必要性について、Ⅲ－２－

(３)「新生浦安に向けた復興まちづくり」で示しまし

た。

12

Ｐ13 Ⅱ－１ 宮﨑委員 「（１）応急復旧完了までの経緯」について、市の対応が中心に書かれてい

るが、例えば１日単位で停電や断水した世帯数等のグラフを入れると、その

ように復旧していったのかが分かりやすいと思う。

Ⅱ－１－(２)「被害の概要」で、ガス・上水道・下水

道の被害復旧の推移を追加し、わかりやすく記すよう

工夫しました。

13

Ｐ7 Ⅱ－１ 柳井委員

代理：高木

液状化発生の範囲の図面が記載されているが、住宅や宅地の被害件数などの

データを盛り込むと分かりやすくなるとともに、興味を持ってもらえると思

うので、数字的なものを入れ込むことを検討してもらいたい。

被災の状況がより分かりやすくなるよう、Ⅱ「地震及

び被害の概要と復旧の取り組み」に図表を追加しまし

た。

14

Ｐ27 Ⅲ－２ 青山委員長 「１）減災を基本とする防災の再構築」について、「ハード・ソフト両面か

らの多重の備えを強化し、～」とある。液状化の問題を考えると、インフラ

を災害予防の見地から強化・充実していくことを書いておくとよい。

15

Ｐ27 Ⅲ－２ 液状化対策について、現在、被災した宅地の事後処理のための補助は出る

が、今後液状化が生じないための国や県の補助が厳しいというのは、東日本

大震災に伴う被害が広域に及び、財政的に厳しいという現実的な背景は理解

できるが、理屈としてはおかしい。本来、災害対策は、復旧にあたって旧に

復するだけでなく、今後同種の災害が起こった場合でも、それに耐えうるイ

ンフラ等を作っていくことは当然である。それを全て独自財源で整備しなけ

ればならないというのは、理屈に合わない。現に災害対策基本法は災害対策

を事後措置だけで行うのではなく、その立法趣旨にも災害予防が言及されて

いる。過去において、三宅島の砂防ダムの整備は、災害予防という観点から

国費が投入された。このようなことからも、復興の基本方針において、イン

フラの災害予防の見地から復旧・復興に言及すべきである。

16

Ｐ29 Ⅲ－２ （３）「１）環境と共生した新たな都市・生活システムの創生」で、「災害

時にもライフラインに頼らず自立した～」とある。ライフラインは電気や電

話、上下水道等市以外が提供するものもあり、早期に復旧すべきものである

ことから、「一日も早い復旧を目指すとともに～」等、表現を工夫した方が

良い。

ライフラインも含め、被災からの早期復旧は、復興へ

の第一歩（前提）であると認識しており、「災害時に

は、被災してもライフラインが早期に復旧できるシス

テムの構築をめざす」ことを示しました。

17

Ｐ29 Ⅲ－２ 上野委員 「市民との協働」を基本方針に入れてもらいたい。「市民との協働」は、こ

れからの浦安の柱となる方針だと思うので、そのような章立てをしっかり起

こしてもらいたい。

Ⅲ－２－(３)「新生浦安に向けた復興まちづくり」に

『地域自治体制の整備[市民と行政の協働]』を示しま

した。

また、Ⅳ－１－３－（２）「市民・事業者・行政などの

連携強化」で、市民、事業者、行政の各主体の連携・

協働が不可欠であるとの認識のもと、『市民、事業

者、行政などの連携強化』が実現できるよう方向性を

示しました。

18

Ｐ28～ Ⅲ－２ 青山委員長 Ⅳ以降の考え方がⅠ～Ⅲにフィードバックされて、今後手厚く表現されるこ

とになる。特にｐ２０～２１「（３）新生浦安に向けた復興まちづくり」

が、１）～６）だけでなく、更に充実していくと思うので、事務局で整理し

てもらいたい。

Ⅲ－２－（３）「新生浦安に向けた復興まちづくり」

で、「環境価値」・「社会的価値」・「経済的価値」

の３つの価値の創造に向けた取り組みとして再編成し

ました。

２）浦安市復興計画（素案）のⅣ～Ⅴについて２）浦安市復興計画（素案）のⅣ～Ⅴについて２）浦安市復興計画（素案）のⅣ～Ⅴについて２）浦安市復興計画（素案）のⅣ～Ⅴについて

19

上野委員 優先順位が明確でない。「これをしっかりやりたい」という柱が見えないの

で、検討してもらいたい。

復旧事業を最優先と考えていることから、Ⅰ-４「計画

期間」で平成２３年度より３年から５年を目途に被災

した道路や上下水道などの都市基盤整備などの復旧を

集中的に進めることを明記するとともに、Ⅳ－1－１

「市民生活の早期の復旧・再建」として復旧や生活再

建に特化した施策の方向性を示しました。なお、Ⅰ-３

「計画の位置づけ」で、復興計画の策定を踏まえ、第

２期基本計画をはじめ、関連する主要な計画の修正及

び第２次実施計画の見直しを行うことから、その中で

優先順位を明確にし、進行管理を行っていくことを示

しました。

20

青山委員長 見せ方、重点の置き方、表現等、工夫していく必要がある。 全体的に見直しを行いました。

21

Ｐ41 Ⅳ－２ 小林委員 「（2）宅地の液状化対策の促進」について、市民一人一人の自己決定と自

己責任の尊重を明確に示すべきである。第２回検討委員会で、戸建てとマン

ションの被害が大きな差があることを述べた。その後、次のような考えに

至ったので述べたい。

基本的には、住宅を所有する方の自己責任を尊重すべきで、例えば危険な地

域に戸建住宅を所有していても自己責任であり、いけないことではない。そ

の自己決定をできるようにするには、包み隠さずに情報を公表することが重

要である。ｐ３６に「液状化危険度マップを作成し公表します」とあるが、

このような情報を提供することで自己決定を尊重するべきである。

また、戸建住宅については客観的な情報を開示することが必要である。ｐ３

６に「液状化被害の調査結果を公表する」とあるが、建物構造別の被害状況

を細かく公表し、市民がそれを見て自己決定するという考え方が望ましいと

思う。

そのために、計画の全体を通して、自己決定と自己責任の尊重ということ

が、もう少し強く出されてよいと思う。自己決定と自己責任があって、初め

て助け合う「共助」が行われるのであり、自己決定と自己責任が基本にある

べきである。

本市の復旧・復興では、被災からの復旧だけでなく、

より災害に強い市街地を形成していくことが重要であ

ると認識しています。このため、Ⅲ－２－(２)「復興

の礎となる災害に強いまちづくり」で、災害予防の観

点から都市基盤施設の強化・充実を図ることを示しま

した。

Ⅳ－1－２「災害に強い市街地の形成」の説明に、市民

の財産である宅地については、市民一人ひとりの自己

決定、自己責任を尊重しながら情報提供や相談体制を

整備し、液状化対策を促進する必要があることを示し

ました。
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22

Ｐ41 Ⅳ－２ 青山委員長 被災者生活再建支援法に関する国会での議論にもあったが、私有財産に災害

で被害を受けた時に行政が助けると、損害保険制度が崩壊してしまう。日本

は地震保険法があり、共助で成り立たないことを政府が２兆円の公費を用意

して再保険を掛け、制度を担保している。国会での議論を経てできた制度で

あり、できる限り加入して頂きたいという意味で、自己責任について言及す

るところに、浦安市民がどの程度加入していたかを示してみるとよいかもし

れない。当然、経済的に加入が困難な方には、社会政策等で方法を講じるこ

とが必要であるが、基本的には、自己責任の考え方が共助の制度を成立させ

ることに繋がるので、自己責任に言及することは私も賛成である。

23

Ｐ39 Ⅳ－１ 岩室委員 公助について、特に健康づくりの分野では、最も優先順位が高いとされるの

は、地域のコミュニティづくりである。これは、自助でできることもある

が、公的機関が様々な形で仕掛けていかなければ、この関係性が喪失してし

まうからである。復興計画では、これを第一の柱として据えてもらいたい。

24

Ｐ39 Ⅳ－１ 　例えば「（３）こころやからだの継続的なケアの充実」の施策のねらいで

は「～地域コミュニティや市民相互の関わりの中で克服できるような環境づ

くりを進めます。」とあり、これは良い。しかし、事業では「３）連携体制

の強化」として表現が変わっており、これは最初に挙げて「１）地域コミュ

ニティの強化」としてよいくらいだと思う。

また、今の「１）被災した市民のこころとからだのケアの実施」も、「１）

地域コミュニティ、市民相互の交流による～」というように、首尾一貫した

表現であれば、共助が促進される公助が見えてくると思う。

25

Ｐ55 Ⅳ－３ 「３.災害時に支えあう体制の構築」とあるが、災害時に役立つ平常時から

支えあう体制の構築が重要であり、平常時の取り組みの促進がいざという時

に役に立つという基本的な考え方を押さえておいてもらいたい。

Ⅳ－１－３の表題を「災害時にも支えあえる体制の構

築」に改めました。

26

Ｐ63 Ⅳ－３ 「（３）情報収集・発信のしくみの強化」について、次の災害の際にはス

マートフォン等が更に普及していると思う。今は、スマートフォンからＨＰ

を見ると非常に見づらいことも多い。単に携帯メールだけではなく、スマー

トフォンを基にした発想も必要だと思う。

災害時では、必要な情報を迅速かつ的確に収集・発信

することが重要であると認識しています。このため、

Ⅳ－１－３－(３)「情報収集・発信の仕組みの強化」に

新しい技術の導入検討及び情報の内容や対象者、手段

などに応じ、迅速かつ適切に収集・発信できる体制や

仕組みの整備を追記しました。

27

Ｐ66 Ⅳ－３ 「（４）避難対策の強化と円滑な避難所運営体制の確立」とｐ６０「（５）

医療救護体制の強化」に共通することだが、避難所は誰が運営することを想

定しているのか。今回の地震で関わった岩手県の状況をみると、避難所運営

は市民自治であり、この計画で考える避難所運営も同様だとすると、その確

立のために（誰が）何をするのか。自主防災組織等を想定していると思う

が、それ以上に自治会やボランティアが活躍した実態があるので、より突っ

込んで検討してもらいたい。

避難所は、地域コミュニティ（自主防災組織）が中心

となって運営するものと地域防災計画で定めていま

す。Ⅳ－１－３-（4）「避難対策の強化と円滑な避難所

運営体制の確立」で、各避難所の運営が円滑に行われ

るよう『様々な主体が協働して避難所を運営できるよ

うマニュアルの作成を促進する』ことを施策の方向性

に示しました。

具体的な運営方法やマニュアルの作成などは、医療・

救護やボランティアとの連携を含め、地域防災計画の

見直しに合わせて検討し、取り組んでいきます。

また、こうした取り組みを円滑に進めていくため、

『地域自治体制の整備』をⅣ「新生浦安に向けた復興

まちづくり」の中で位置づけています。

28

Ｐ70 Ⅳ－３ 「（５）医療救護体制の強化」の施策の方向性で「○大規模災害時に派遣さ

れる医師や看護師の受入態勢を確保するとともに」とあるが、市役所も医療

機関も被災した中で、これは不可能である。ＤＭＡＴは全国的に展開してい

るが、ＤＭＡＴは勝手に現地に入らざるを得ず、誰がどこにいるか分からな

い、地域的に偏ったりするという課題がある。受入態勢については、浦安だ

けで議論すべきではなく、指揮命令系統を持って、被災地の状況を分かった

上で入ることができる体制を国に求めるといった形にしないと、被害が甚大

な時にはうまくいかない。指揮命令系統については議論を深めてもらいた

い。

Ⅳ－１－３－(５)「医療・救護体制の強化」で、『ＤＭ

ＡＴを含めた医療に関する支援の受け入れの体制や指

揮命令系統のあり方について検討します。』と修正し

ました。

29

関谷委員 自助・共助・公助の境界線が流動化したことを、この計画の出発点にしない

と、様々な点で考え方のずれが出てきてしまう。それがまだ、この素案には

反映されていない。進めていく事業は書かれているが、行政組織にどのよう

な問題があって、これをどのように進めていくのかについては一貫して欠如

している。その点を明らかにしないと、結局は従来の縦割りの事業の進め方

になり、ここに描かれていることは本当の意味で具現化していかないという

ことを強く申し上げたい。従来型の方法ではだめだったということが、今回

の震災を通じて明らかになったことを押さえながら、その上でどのような横

の連携を役所で、又は地域で作っていけるかということを全体のベースに据

えないと、様々な事業を本格的に展開できないと思う。

Ⅲ－１－(３)「震災復興を契機とした新たな魅力・価

値の創生をめざした取り組み」で、『今回の震災を経

験して、災害時には行政のみでは対応できないことを

認識しました。』という文章を追加し、地域自治体制

の整備に取り組む重要性の視点で記述しました。

このことは、これまでの行政と地域との関係を見直す

ことにつながり、本市が今まで取り組んでいるテーマ

ごとの行政と市民との協働が、地域を分断し総体とし

て課題をとらえ対応できていないこと、さらには庁内

も横断的な対応ができていないことなどが、浮き彫り

になりました。

このようなことから、地域の様々な主体が相互に連携

し、地域の課題解決に向けて取り組む地域自治の確立

とそれを支援する行政のサポートのあり方を検討して

いくことを追記しました。

地域自治とは、地域の個性を尊重し、地域の自立を高

め、権限を地域に委ねていくものと認識しています。

このような地域自治体制の必要性について、Ⅲ－２－

(３)「新生浦安に向けた復興まちづくり」で示しまし

た。

地域コミュニティ、市民相互の交流などの取り組みを

中心としながら、講座や情報提供などを含め、行政が

様々な形で地域コミュニティに関わっていくことが大

切であるとの認識より、それらすべてを含むよう、

「被災した市民のこころとからだのケアの実施」と

し、Ⅳ－1－１－(３)で位置付けました。

また、被災により感じているストレスや不安を地域コ

ミュニティや市民相互のかかわりの中で克服していく

ことが大切であることから、Ⅳ－1－１－(３)で「連携

体制の強化」を「地域コミュニティを中心とした連携

体制の強化」に改めました。

3



Ｎｏ ページ 章 発言者 指摘事項 対応方針

30

Ｐ38 Ⅳ－１ 「（３）こころやからだの継続的なケアの充実」については、新しく始める

ことだけでなく、これまでの活動の蓄積がある。これまでの活動がこの復興

計画とどのように繋がるのか描かないと、全く新しいことを始めると受け取

られかねない。言い換えれば従来の蓄積をどのように活かしていくのかとい

うことを踏まえないと、連携強化に繋がらないと思う。

Ⅲ－２「復興の基本方針」で、単に復旧に止まらず、

今まで培われてきた経験や取り組みの実績を活かし、

今日、浦安が抱える街づくりの課題を解決しつつ、新

たな都市・地域の魅力や価値の創出をめざした取り組

みを持続的に推進するという復興の姿勢を示しまし

た。

31

Ｐ51 Ⅳ－２ 「（５）防災拠点や防災ネットワークの機能強化」について、先の基本方針

等の部分で「地域内自治」について書かれていたが、防災拠点というもの

は、１か所に集中させて統合的にすべきものと、極力住民に身近なところで

分散的に整備すべきものがあり、これらを巧みに組み合わせないと、いざと

いう時に機能しないということも今回の震災で明らかになった。このような

点について、もう少し丁寧に書く必要があると思う。

32

Ｐ67 Ⅳ－３ 　例えば、避難所の問題をとってみても、いざという時は、その場にいた人

が上からの指示を待つことなく、必要なことをこなしていく、連携していく

ことは間違いなく必要である。マニュアルをつくっても、まずその通りにな

ることはなく、そこにいる職員が、指示がないために動けなかったという事

例は至る所で見られた。指示待ちをしている場合ではないならば、避難所で

どのように一定の自主性を認めるのかをマニュアルの中に組み込んで、いざ

という時に活きるマニュアルとし、そのような避難所運営ができるようにし

ておくことまでが問われている。

33

Ｐ56 Ⅳ－３ 「（１）震災の検証を踏まえた防災体制の確立・強化」について、地域防災

計画の改定等、住民参加型で行わないといけない。例えば、今回の地震を契

機にハザードマップがどの程度活かされたのか、至る所で検証が行われてい

るが、このようなことも、住民参加型で行わなければ私たちのものにならな

い。他人が作ったマップでは住民は使えない訳で、そのようなことも加味し

て見直しや作業を考えていかなければならない。

市の作成する洪水・液状化ハザードマップは被害の状

況を示す工学的資料であり、実際に避難や体制強化に

役立つハザードマップは地域の実情に合わせ地域で作

成するものと認識しています。各ハザードマップの内

容や利用目的を踏まえ、必要に応じて住民参加を行い

ながら、見直しに取り組んでいきます。

34

Ｐ78 Ⅳ－3 「３　誰もが暮らしやすい地域づくり」について、先に行政の組織の課題を

明らかにすることを述べたが、この部分もその上で事業をどのように推進し

ていくのか書かれないといけない。地域は分野を超えた結節点だが、市民と

行政との協働を基本的な考え方として言及するのであれば、縦割りでなく、

組織の横の連携をしっかりできるかどうかが重要で、それを明記しなければ

ならない。

35

Ｐ81 Ⅳ－4 「６　災害時でも粘り強く対応できる地域内自治体制の整備」について、

「地域内自治体制」の内容がよく分からない。言葉の定義が問題である。ま

た、今回「協働」の言葉がトーンダウンしている印象があるが、地域内の自

治を本気でどのように考えていくのか、住民相互の壁を越えるため、行政が

側面的な働きかけをどのようにしていけるのかに踏み込まないと、自治体制

の整備に繋がらないと思う。

36

Ｐ3 Ⅰ－３ 阪本副委員長どのようにして実現していくのか、誰が何を負担していくのかといった話を

聞いて感じたが、このような計画の組織の対応を作るにあたって、したこと

の報告と作り直しが必要になるが書かれていない。計画の実現のために、出

来たことと出来なかったこと、変更したこと等が必要となるので、計画の中

に組み込んでもらいたい。

37

Ｐ3 Ⅰ－３ 岩室委員 「３　計画の位置づけ」に推進評価体制を入れないといけない。市民の委員

も入って推進評価していかないといけない。

復興計画策定後は、その内容を踏まえ、第２期基本計

画や第２次実施計画などの見直しを行います。このた

め、復興計画の成果や進捗は、実施計画の進行管理の

なかで行い、毎年、事業の評価やスケジュールの確認

を行います。

このような、評価・検証の考え方をⅠ－３「計画の位

置づけ」に示しました。

行政評価や事業仕訳に市民参加を導入する試みは各自

治体で行われましたが、その成果を検証して行きたい

と考えます。

防災拠点施設は、市災害対策本部の拠点施設となる市

役所庁舎、地域での活動拠点となる各公共施設、地域

のコミュニティの身近な防災活動の拠点となる自治会

集会所などがあります。災害時には、これら拠点が円

滑に機能することが重要であり、Ⅳ－１－２「災害に強

い市街地の形成」では、拠点となる施設整備につい

て、またⅣ－１－３「災害時にも支えあえる体制の構

築」では体制の確立や拠点間の連携の強化などについ

て施策の方向性を位置づけました。

また、Ⅳ－１－３－（１）災害時に臨機の行動を可能に

し、円滑な応急活動を進めるため、マニュアルや行政

組織体制を整備することを示しました。

Ⅲ－１－(３)「震災復興を契機とした新たな魅力・価

値の創生をめざした取り組み」で『今回の震災を経験

して、災害時には行政のみでは対応できないことを認

識しました。』という文章を追加し、地域自治体制の

整備に取り組む重要性の視点で記述しました。

このことは、これまでの行政と地域との関係を見直す

ことにつながり、本市が今まで取り組んでいるテーマ

ごとの行政と市民との協働が、地域を分断し総体とし

て課題をとらえ対応できていないこと、さらには庁内

も横断的な対応ができていないことなどが、浮き彫り

になりました。

このようなことから、地域の様々な主体が相互に連携

し、地域の課題解決に向けて取り組む地域自治の確立

とそれを支援する行政のサポートのあり方を検討して

いくことを追記しました。

地域自治とは、地域の個性を尊重し、地域の自立を高

め、権限を地域に委ねていくものと認識しています。

このような地域自治体制の必要性について、Ⅲ－２－

(３)「新生浦安に向けた復興まちづくり」で示しまし

た。
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38

　例えば、本日の市民大学で、ある方が公園のマップをもらいに行ったとこ

ろ、予算が削減されて残部が少ないということがあった。事情があって削減

されるのはやむを得ないが、この計画は削減する時の指標にならなければい

けない。市民同士が、この予算は必要か、必要でないかを議論する時代に

なった。市民にそのようなことも投げかけながら推進評価が進むとよい。

39

Ｐ47 Ⅳ－２ 細川委員 「（３）洪水・高潮・津波への対策」について、アーバンリゾートゾーンは

道路が海面から高さ約4.1ｍである。護岸は高さ8.2ｍにすべく、２ｍのかさ

上げの工事中である。現在工事していないところは高さ6.2ｍであり、県が

工事を再開しているが、当初計画より２～３年遅れている。せっかく工事を

するのであれば、今回の地震を踏まえた見直しをした上で工事をしてもらい

たい。この計画の中に、県への要請について、「早期の要請」としてもらい

たい。施策の方向性に「～機能の強化について管理者である県に要請してい

きます。」とあるが、更に「早期の対応を要請していきます」といった表現

にしてもらいたい。

Ⅳ－１－２－(３)「早期の対応を求めていきます」と記

述を改めました。

40

　また、護岸だけでなく、復興に向けた工事が行われているものがあれば、

今回の地震を踏まえた見直しを早期にした上で対応するという内容を加えて

もらいたい。

今後、見直しをかけられたものについては、その見直

しを踏まえ、適切に対応していただくよう求めていき

ます。

41

Ｐ47 Ⅳ－２ 青山委員長 国や県に市が要請するという表現に違和感がある。「要請」はへりくだり過

ぎている感じがする。当然のこととして求めるので、「求めていきます」で

よい。地方自治法で改正されて以降は、国や県と市町村は基本的に対等関係

であり、「Ⅴ　復興計画の推進に向けて」等、強く言いたいところは表現を

工夫すべきである。

国や千葉県が管理する施設については、「求めます」

「求めていきます」に改めました。

42

小林委員 私は施策の優先順位は議会や政治が決定することと考えており、あまり重視

していない。しかし、計画で最も大事なことは、どのようなメニューを示す

のかということと、それに対してどのような負担があるかを示すことだと考

えている。

復興計画では、復旧・生活再建を優先して取り組む必

要があるとしながらも、復旧・復興に係る事業は、い

ずれも本市にとって重要な事業ばかりであることか

ら、財源や市民生活への支障などのバランスを見なが

ら、可能な限り早期に多くの事業を実施していくこと

を考えています。そのため、施策の優先性にいては実

施計画を策定する中で検討していく方針です。

Ｐ77 Ⅴ－１ 「Ⅴ　復興計画の推進に向けて」について、前回申し上げた、道路等の液状

化対策を行う場合、一部受益者負担を導入すべきであることをもう一度主張

したい。適切な自己負担を伴わない公共負担はモラルハザードを引き起こ

す、というのが私の信念である。例を挙げると、地震保険の給付状況につい

て、マンション学会の調査によると一部焼け太りが発生している。一部損壊

で５％の保険金が出るが、甚大な災害の場合、保険会社は95％を国が負担

し、５％を保険会社が負担することになっている。保険会社が負担するの

は、保険金額の５％の更に５％という僅かな額になる。市場原理として、保

険会社はわざわざ調査するよりは一部損壊の判断をして、多くの一部損壊が

発生し、その給付が非常に増えている。これがモラルハザードの典型であ

る。

Ｐ77 Ⅴ－１ 　インフラの液状化対策にも適切な自己負担を組み込まないと、モラルハ

ザードが起きてしまう。「液状化対策における受益者負担の検討」といった

内容を入れた方が良いと思う。

43

Ｐ32 Ⅳ－１ 宮﨑委員 「（１）被災者の生活再建支援」で、中小企業に対する支援が書かれている

ので、タイトルに「（１）被災者の生活と産業の再建支援」等、修正すると

よい。

Ⅳ－１－１－(１)の表題を「生活と産業の再建」に改め

ました。

44

Ｐ4 Ⅰ－４ また、「Ⅳ　復興まちづくりの展開」には、「復興の礎となる災害に強い防

災まちづくり」と「新生浦安に向けた環境共生都市」の２つの柱があり、時

間軸で考えると前半は短期、後半は長期と思われる。個別の事業は期間が明

記されているが、「１　市民生活の早期の復旧・再建」のレベル（復興の目

標レベル）で、どのくらいの期間で実施するか記載するとわかりやすいと思

う。

復旧事業を最優先と考えていることから、Ⅰ-４「計画

期間」で平成２３年度より３年から５年を目途に（被

災した道路や上下水道などの都市基盤整備などの）復

旧を集中的に進めることを明記しており、Ⅲ－２「復

興の基本方針」で示す(１)市民生活の早期の復旧・再

建はこの部分に相当します。以下(２)、(３)は主に再

生・創生期の事業期間に相当します。

45

Ｐ75,85 Ⅳ 阪本副委員長浦安市の構造的な問題で、以前に計画的に造られた市街地の高齢化の問題

や、水辺にありながらうまく水辺が使えないという問題について述べたが、

もう一つ、浦安の交通は横の東京方向に向いていて、浦安市内に向いた浦安

が一体となったまちづくりがなかなかうまくできていないという課題があ

る。「２　地域特性や資源を活かした魅力の創生」の施策の方向性に「元町

地域と中町・新町地域の人々が交流できるスポットづくり」や、「４　多彩

な市民文化と産業・観光振興による浦安の魅力発信」で元町地域の観光につ

いて書かれている。元町には多様性があるのだが、中町・新町の人が元町に

行かず、中町・新町の人が元町に行って物を買う等の交流がうまくいってい

ない。交流を可能にするためには、ソフト面の問題もあると思うが、駐車場

や駐輪場、自転車での南北の移動等のハード面の問題もあり、その点の記述

が弱い印象がある。少なくともｐ６６で、元町と中町・新町の交流につい

て、もう少し多様に書いてもらいたい。

ハード面の具体的な取り組みとしてⅣ－２－２「水辺や

地域特性を活かした魅力の創生」で、散策しながら、

地域のよさにふれることのできる環境の整備を追加し

ました。また、浦安駅周辺の再整備の考え方である、

市民が誇りを持てるまちなか拠点の再生を段階的に取

り組むことを示しました。

ソフト面の具体的な取り組みとしてⅣ－２－４で、市民

も楽しめる都市型観光の推進やイベント、スポーツを

通じた市全体のにぎわいの創出を追加しました。

また、Ⅳ－２－１「環境と共生した新たな都市・生活シ

ステムの創生」で、環境未来都市構想の検討を進める

こととし、その中でシンボルロードでのＢＲＴの検討

も行う予定です。

46

Ｐ89 Ⅴ－１ 青山委員長 １点目として、復興計画の推進のために、浦安の経済活動を活発化すること

で自然増収を図ることは書かなければならないと思う。つまり、復興計画の

目的として新しい浦安の輝いた明るいイメージがあり、それによって所得の

ある市民が移り住み、経済活動も活発になって自然に増収になるということ

である。

震災を乗り越え、浦安の新たな都市・地域の魅力や価

値の創生が必要と認識しています。このため、Ⅲ－２

「復興の基本方針」に新生浦安に向けた復興まちづく

りを示しました。

受益者負担の基本的な考えてとして、平成16年に決定

した「使用料等設定及び改定基準について（指針）」

の方針を踏まえ検討したいと考えます。
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47

Ｐ89 Ⅴ－１ ２点目は寄付税制についてで、寄付税制を活用した復興計画のための基金の

設置のような内容を入れるとよい。これは市が基金条例を作ればよく、ふる

さと納税制度と復興減免税制度を活用して、市民からの復興に役立ててほし

いというお金を受け入れる機運を醸成することを検討してもらいたい。

48

Ｐ89 Ⅴ－１ ３点目は、Ⅴの「１復興事業計画と財源」の末尾に、「～効率的・計画的な

行財政運営を行い、復旧・復興財源の確保を図ります。」とあるが、増収策

が一切打ち消すようにも受け取れる。誤解されないように、効率的・計画的

な行財政運営は大事だが、それだけで復旧・復興財源が確保できるかは断言

できないので、復旧・復興財源が確保とは分けて書く方が良い。

49

Ｐ89 Ⅴ－１ 　その上で、新税の話だが、特定事業者を対象にできないが、新税について

は復旧・復興事業費の不確定要素があるので、肯定も否定もしない表現を工

夫した方が良いと思う。

50

Ｐ89 Ⅴ－１ 小林委員 東京都豊島区でワンルームマンション税と放置自転車等対策推進税を実施し

ている。増収目的ではなく、公共目的であれば新税は可能だと思う。様々な

負担の可能性は表現を工夫して入れてよいと思う。

51

Ｐ89 Ⅴ－１ 宮﨑委員 自己負担は必要だと思う。また、地方自治体が国や県に頼らないで復旧・復

興を図ることも重要だと思う。私は、浦安市が歳出の削減等により復旧・復

興費を捻出していた、その後、復興交付金等により、市の財政的負担が小さ

くなったと聞いて、財政的に切り詰める必要がなくなってきた印象を持って

いたので、あまり増収に関して強く発言をしてこなかった。当初は、浦安市

が地方交付税の不交付団体ということで、国や県に頼らない復旧・復興のモ

デルとなるのではないかと考えていた。その後、それは難しい状況になって

きたが、なるべく国や県に頼らない浦安市独自の復旧・復興を進めて頂きた

いと思う。

阪神・淡路大震災の時と比べて災害復旧に関する国の

財政的支援は手厚いものとなっています。そのため、

当初想定していたよりも財政負担が軽減できる状況で

す。しかしながら、液状化対策を含め、復興事業には

中・長期的に取り組む事業もあり、すべてを市単独で

行うことは限界があると考えます。特に財政的支援だ

けでなく、技術開発などは国に主導的に取り組んでも

らう必要があり、このような点からも国・県との連

携・支援は必要であると考えます。そのため、国・県

との役割分担を考えつつ、必要とする支援について要

望していきます。

52

Ｐ89 Ⅴ－１ Ⅴの「１復興事業計画と財源」について、「効率的な復旧・復興事業を行

う」ことも書いた方が良い。焼け太りの議論もあるが、震災後は復旧・復興

で歳出が膨張し、５～10年後の財政が厳しくなることが繰り返されてきてい

る。このような時に効率的に行うことは難しいかもしれないが、不交付団体

である浦安市ならできると思うので、入れてもらいたい。

復興という名のものとに、様々な事業を実施し結果的

に余計な財政負担を生じることのないよう、真に必要

とする事業を実施計画に位置付け、財政的視点も考慮

しながら計画的に取り組んでいきます。

53

Ｐ89 Ⅴ－１ また、「～中・長期の財政見通しを持って～」ということも大事だと思う。

浦安市は高齢になっても住み具合が全国で一番であるようにしていくという

話も出ていたように、10～20年後を見据えた事業実施をしてもらいたい。

復興計画を着実に実施していくため実施計画を策定し

ていきます。また、企業的会計手法を活用し「財政の

見える化」や毎年財政フレームの修正を行い、財政の

健全性を保ちながら取り組んでいきます。

54

Ｐ89 Ⅴ－２ 阪本副委員長市の負担と市民の負担を書くべきというのは同感だが、国や県に要求すべき

ことはそうすべきだと思う。特に液状化対策のように、対応がうまくとれて

いないものについては、問題提起をして必要な資源配分を国や県がすること

は重要である。国や県が考えるべきことは、浦安市が遠慮なく言うべきで、

むしろ市や市民がどのような負担をするのかをちゃんと書くべきという趣旨

で小林委員の意見に賛成である。

液状化対策を含め、復興事業には中・長期的に取り組

む事業もあり、すべてを市単独で行うことは限界があ

ると考えます。特に財政的支援だけでなく、技術開発

などは国に主導的に取り組んでもらう必要があり、こ

のような点からも国・県との連携・支援は必要である

と考えます。そのため、国・県との役割分担を考えつ

つ、必要とする支援について要望していきます。

55

Ｐ89 Ⅴ－１ また、ある意味で市の評価は固定資産税に表れる。これは、市場による土地

や建物の評価であり、市場価格が下がっているか心配がある。固定資産税が

それほど下がらない仕組みを作るということは、浦安市が魅力あるまちであ

り続けることであり、全ての施策が関連する。固定資産税が下がらない、上

昇するような施策が大事であり、財源の確保に活かせる文章を入れられると

よい。

市場価格や固定資産税の評価を市が直接コントロール

することはできませんが、震災以前のような評価に少

しでも近づけるよう、液状化対策を最優先に取り組

み、安全・安心な街としての信頼を取り戻していきた

いと考えています。

Ⅴ－１「復興計画と財源」で、『復興計画を着実に推

進することで、不動産市場の評価を回復し、』という

文を示しました。

56

Ｐ89 Ⅴ－１ 清水委員 ふるさと納税や寄付税制の話に関連して、市民も企業も震災直後は市に対し

て何かしたいという思いがあったと思うが、時間が経つとその気持ちも薄

まってしまう。3年位はまだ気持ちが高まっていると思うので、寄付を集め

られる仕組みや意識を醸成できるとよい。

　鉄鋼団地は、従業者も経営者も市外在住が多いので、ふるさと納税のキャ

ンペーンをしているが、ふるさと納税のしくみを理解してもらうのが難し

い。確定申告しなければならないので、経営者はよいが、従業員に広めるこ

とが難しい。もう少し軽い気持ちで出来るようにすることや、例えばそのよ

うな気持ちを醸成するために、市内にポスターが貼ってあったりすると広め

やすい。

行財政運営と復旧・復興財源の確保については、別々

に書いたほうがよいという指摘を受け、Ⅴ－１「復興

計画と財源」の記述を、『既存事業の統廃合などの更

なるコスト削減の取り組みにより歳出を抑制するとと

もに、受益と負担の原則に基づいた公正かつ透明性の

高い受益者負担制度の運用など、引き続き行政改革に

取り組みます。

また、復興交付金や社会資本整備交付金などを最大限

活用することや市民が主体的に復興まちづくりにかか

われるような基金の造成、さらには復興事業を確実に

推進することで不動産市場の評価を回復し、市税収入

の増加に取り組むなど、多角的な視点から検討、取り

組みを進め復旧・復興財源の確保を図ります。

また、企業的会計手法による「財政の見える化」や

中・長期の財政見通しを持って効率的・計画的な行財

政運営に取り組みます。』と改めました。

行財政運営と復旧・復興財源の確保については、別々

に書いたほうがよいという指摘を受け、Ⅴ－１「復興

計画と財源」の記述を、『既存事業の統廃合などの更

なるコスト削減の取り組みにより歳出を抑制するとと

もに、市税徴収率の向上や住民間の負担の公平確保の

観点から受益者負担の適正な見直しなど、引き続き行

政改革に取り組みます。

また、復興交付金や社会資本整備交付金などを最大限

活用することや市民が主体的に復興まちづくりにかか

われるような基金の造成、さらには復興事業を確実に

推進することで不動産市場の評価を回復し、市税収入

の増加に取り組むなど、多角的な視点から検討、取り

組みを進め復旧・復興財源の確保を図ります。

また、企業的会計手法による「財政の見える化」や

中・長期の財政見通しを持って効率的・計画的な行財

政運営に取り組みます。』と改めました。
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57

Ｐ89 Ⅴ－１ 　先程、思ったよりも財政負担が少なくて済みそうな話があったが、それな

らば10年かかるところを8年で行うというように、スピードを上げて進めて

もらいたい。

復旧事業は、様々な条件で時間の制約を受けるため、

財政面のみをとらえ時間の短縮を図ることは難しいこ

とですが、できるだけ早く復旧・復興を図る考えで

す。

58

Ｐ89 Ⅴ－３ 岩室委員 「Ⅴ　復興計画の推進に向けて」について、「自助」「共助」「公助」「協

働」をどのように具体的に表現すると分かりやすいのか、定義を示さないと

市役所の中でも言葉を使うだけで終わってしまう。

59

Ｐ89 Ⅴ－３ 関谷委員 明確な定義はしておいた方が良い。これまで議論されてきた資料の中での使

い方と、素案での使われ方は明らかに異なっている。市役所内で「協働」と

いう言葉がどのように浸透しているのかが問題で、各セクションが「協働」

という言葉を横串で使われてないといけないことは明確に言える。使われ方

を含めて、明確な定義と考え方を盛り込んでもらいたい。

60

Ｐ29 Ⅲ－２ 青山委員長 「（３）新生浦安に向けた復興まちづくり」の内容が１項目増えたことの中

で検討してもらいたい。

61

Ｐ51 Ⅳ－２ 「（５）防災拠点や防災ネットワークの機能強化」の市役所庁舎の建て替え

について、「災害対策拠点となる市役所庁舎」では表現が弱いので、例えば

「市役所庁舎の災害対策拠点化のための建替え」等、表現を強くした方が良

い。

Ⅳ－１－２－（５）「防災拠点や防災ネットワークの機

能強化」の施策の方向性の記述を、『災害時における

防災の核となる災害対策拠点としての機能強化を図る

ため、市役所庁舎建設に取り組みます。』と改めまし

た。

62

Ｐ66 Ⅳ－３ 「（４）避難対策の強化と円滑な避難所運営体制の確立」の帰宅困難者対策

について、やや細かく「帰宅困難になった場合の対応の周知」等が書かれて

いるが、周知以前に各鉄道駅や大規模な集客施設はどうするのか、またそれ

らの施設からにじみ出る移動中の人達の問題が大きい。施策の方向性の最後

の文章は、「各鉄道駅と大規模集客施設ごとに対策を検討する」といったこ

とも書いた方が良い。特に東西線浦安駅は駅周辺の整備をしないと、帰宅困

難者対策も改善しないので、どこかで触れてもらいたい。

帰宅困難者対策では、鉄道事業者をはじめ、市外から

の滞留者が生じる市内の大学、高等学校、大規模集客

施設などの事業者との連携が必要となることからⅣ－１

－３－（４）「避難対策の強化と円滑な避難所運営体

制の確立」で、施策の方向性に『駅や大型商業施設、

大学など大勢の人が利用する施設については、震災発

生時に利用者が施設内で一時的に滞留できる対策を講

じるよう、関係機関と協議を進めながら促進していき

ます。』と新たに示しました。

63

Ｐ31 Ⅳ １つめの柱の「復興の礎となる災害に強い防災まちづくり」だが、「災害に

強い」と「防災」で意味合いが重複しているが、「災害に強い」だけでは表

現が弱い印象があるので、検討してもらいたい。

Ⅳ－１の表題を「復興の礎となる災害に強いまちづく

り」と改めました。

64

Ｐ73 Ⅳ ２つめの柱の「新生浦安に向けた環境共生都市」については、「環境共生都

市」が１～６の内容にあまり出てきていないので、次回までに考えてみても

らいたい。

Ⅲ－２－(３)の表題を「新生浦安に向けた復興まちづ

くり」と改めました。その中で、新生浦安の目標とそ

のための取り組みの方向性を示しました。

65

プライオリティやどのようにアピールするか等の話題に関連して、復興計画

で浦安のイメージやブランドを高めることが主眼にあるので、副題でキャッ

チフレーズを考える等の工夫をするとよい。基本構想の「人が輝き躍動する

まち・浦安」というのは非常に良いキャッチフレーズだと思うので、基本構

想の延長線上で復興計画を出した気持ちを一言で表せるようなものを考えて

みてもらいたい。

復興計画を本部会議で決定するまでに検討します。

　

　　　～市民力を結集し、再生から創生へ～

「今回の震災に対応した力強い市民力。市民が街づく

りの担い手として「住みがい」を感じまちを育む大き

な機動力となり行政との協働により新たなうらやすの

魅力や価値の創出をめざしていく」

66

Ｐ27～ Ⅲ－２ 「２　復興の基本方針」に、各論で出てくる内容が凝縮されていることが大

事なので、この部分を充実させることが必要だというのが、本日の委員の

方々の大方の共通認識と思う。

Ⅳ及びＶの各論を踏まえ、Ⅲ－２「復興の基本方針」

の内容を加筆・修正しました。

Ⅲ－１－(３)「震災復興を契機とした新たな魅力・価

値の創生をめざした取り組み」で『今回の震災を経験

して、災害時には行政のみでは対応できないことを認

識しました。』という文章を追加し、地域自治体制の

整備に取り組む重要性の視点で記述しました。

このことは、これまでの行政と地域との関係を見直す

ことにつながり、本市が今まで取り組んでいるテーマ

ごとの行政と市民との協働が、地域を分断し総体とし

て課題をとらえ対応できていないこと、さらには庁内

も横断的な対応ができていないことなどが、浮き彫り

になりました。

このようなことから、地域の様々な主体が相互に連携

し、地域の課題解決に向けて取り組む地域自治の確立

とそれを支援する行政のサポートのあり方を検討して

いくことを追記しました。

浦安市も新町地域の開発も最終段階を迎え、人口の

ピークも見えてきました。このことから、今までの右

肩上がりの成長の中での行財政運営を見直す必要があ

ると考え、第２期基本計画のなかで浦安市の自治体経

営の概念を示し、市役所内部の行財政システムの構築

と市民と地域で築く新しい公共空間の方向性を示し取

り組んできたところです。
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67

Ｐ63 Ⅳ－３ 柳内委員

代理：高木

ふるさと復興市民会議報告書（案）に「大規模な災害が発生した際、市民に

とって最も必要になるのは情報である。～（中略）～、情報を取得するため

の仕組みを市民・自治会等・市とで確立しておく必要がある」とある。一

方、市民アンケート調査では、情報入手のための様々な手段や手段の年代別

の違いが分かる。

　浦安市はこれから高齢化が進み、成熟社会になっていく。そうであれば、

65歳以上の高齢者の方や子育て世代の方に対しての情報発信手段が大事だと

思う。グループインタビューでは、子育て世代の方からも「自治会がマン

ションの１階に掲示した文字情報が役に立った。」との話があるが、今でも

回覧のようなものも必要なのかもしれない。例えば、事業所や商店街が情報

発信拠点として活用できるとよいと思う。更に情報提供体制の構築のための

補助金があれば、早く整備できるかもしれないので検討していただきたい。

世代により情報の発信や入手の手段が異なることはア

ンケートから判明しています。このため、Ⅳ「復興の

礎となる災害に強いまちづくり」のⅣ－1－３－(３)

「情報収集・発信の仕組みの強化」に情報の内容や対

象者、手段などに応じ、迅速かつ適切に収集・発信で

きる体制や仕組みを整備することを追加しました。

また、情報提供体制の構築のための補助金について

は、今後の検討とさせていただきます。

68

Ｐ63 Ⅳ－３ 岩室委員 高齢者の方のインターネット利用者が少ないイメージがあるが、例えば、市

民大学では可能な限りメールアドレスを作ってもらい、メーリングリストを

作り、情報交換をする提案をしている。それによって、それまでメール等を

使ったことがない方が、メールを使ってレポートを入稿されている。このよ

うに、他の事業の中でも情報共有体制の強化をやる、全ての事業が連動する

ように意識してもらいたい。

新しい情報メディアに触れる機会と操作方法を学べる

機会を充実していくことは非常に重要であると認識し

ています。

しかしながら、市民個人個人の情報リテラシーの向上

を図ることは、行政の守備範囲や復興計画の目標とす

る内容を超えていると考えます。

69

Ｐ38 Ⅳ－１ また、市民大学での議論だが、様々な課題を抱える高齢独居の方等がいる

が、個人情報保護のハードルが高く、民生委員の方もなかなか情報が得られ

ない状況がある。市レベルでどのように解決していくとよいのかについて、

個人情報保護法については市単独では対応できないと思うが、地域コミュニ

ティを広げていけば、そのような方々を自ずと拾い上げることができる。個

人情報の問題に関係なく、この問題を乗り越えられるので、「地域のネット

ワーク化によるハイリスクな方々への支援」といった形で入れることを検討

してもらいたい。

70

青山委員長 今、ご指摘があった個人情報の扱いについては宿題だった。にわかには結論

的なことを書けないが、言及しておいた方がよい。

71

Ｐ73 Ⅳ－1 清水委員 いざという時のエネルギーの確保の内容があったと思うが、具体的でなかっ

た。例えば、太陽光等、具体性のある表現にして、非常用の電源等に内容が

繋がるとよい。

72

Ｐ73 Ⅳ－1 青山委員長 「１震災を乗り越え持続可能な都市づくり」の施策の方向性の３点目を具体

的に項目立てをして記述することだと思う。

省エネルギー機器の導入や太陽光などの再生可能エネ

ルギーの活用は、環境への配慮に加え、災害時でのエ

ネルギー確保にも寄与します。このため、Ⅳ－２－１

「環境と共生した新たな都市・生活システムの創出」

で、省エネルギー機器の導入や太陽光などの再生可能

エネルギーの活用を促進します」と修正しました。

Ⅳ－１－１－(３)「こころやからだの継続的なケアの充

実」で、災害時要援護者への継続的な見守りや支援な

どについて、示しています。

また、浦安市では、浦安市災害対策基本条例のなか

で、災害時要援護者の対応については、個人情報保護

法の対象外としています。
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